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要 旨： 
ダム事業において，経済性や環境配慮の面からダムサイト近傍で得られる河床砂礫な

どの礫質材料を簡易な設備を用いてセメント・水と混合して製造する CSG(Cemented 

Sand and Gravel)を主な堤体材料とする新型式のダムである台形 CSG ダムの建設・計画事

例が増えつつある． 

本資料は，台形 CSG ダムを対象とし，最大級の地震動を考慮して行う耐震性能照査を

合理的に行うため，大規模地震時の損傷過程を含む動的挙動の推定に関する解析的検討

結果をとりまとめたものである． 

 

キーワード：台形 CSG ダム, 耐震性能照査, 地震応答解析, 動的挙動, 非線形動的解析 
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1. はじめに 

ダム事業において，経済性や環境配慮の面からダムサイト近傍で得られる河床砂礫などの礫質材料を簡易

な設備を用いてセメント・水と混合して製造する CSG1)(Cemented Sand and Gravel)を主な堤体材料とする

新型式のダムである台形 CSG ダムの建設・計画事例が増えつつある．台形 CSG ダムの設計法（断面設計法）

の特徴の１つに，震度法に基づく安定計算によるコンクリートダムなどと異なり，有限要素モデルを用いた

動的解析（地震応答解析）が採り入れられていることが挙げられる．台形 CSG ダムの設計では，この解析

で得られる堤体内応力が常時（非地震時），地震時とも所要の安全率を確保したうえで弾性域内に収まるよう，

また，堤体の転倒や滑動に対する安定性が確保されるよう，堤体断面形状や CSG の配合が決められる． 

一方，大規模地震に対するダムの耐震性能照査 2)では，個々のサイトで考えられる想定地震による最大級

の地震動を考慮し，必要に応じダムの損傷過程まで推定した上で，貯水機能が維持されることなど所要の耐

震性能が確保されることを地震応答解析などにより確認しなければならない．ダムの耐震性能照査の考え方

を示した「大規模地震に対するダム耐震性能照査指針（案）2)」には新型式のダムである台形 CSG ダムでの

具体的な照査方法の記述はないが，上記の基本的考え方に基づくとともに，CSG の破壊特性を含む堤体材料

の特性や堤体構造の特徴，さらには既に地震応答解析を用いた検討手法が採り入れられている断面設計法と

の関係も考慮し，合理的な照査の考え方を整理しておく必要があると考えられる． 

そこで，本検討では大規模地震時における台形 CSG ダムの動的挙動の推定に関する以下の点を明らかに

することを目的として数値解析による各種検討を行った． 

 

(1) 台形 CSG ダムの動的応答の基本的特性 

 堤体のモデル化方法，ダム規模（堤高），考慮する地震動，基礎岩盤の物性，貯水位条件などの諸条件の相

違が大規模地震時の動的応答（固有周期，堤体内発生応力，転倒・滑動に対する安定性）に及ぼす影響につ

いて，線形動的解析により検討した． 

【検討項目】 

・ 堤体のモデル化方法による影響の検討 

・ ダム規模（堤高）の違いによる影響の検討 

・ 考慮する地震動強さの相違による影響の検討 

・ 基礎岩盤の物性の相違による影響の検討 

・ 貯水位条件の相違による影響の検討 
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(2) 損傷過程を考慮した台形 CSG ダムの大規模地震時の挙動 

線形動的解析結果をもとに大規模地震時に想定すべき損傷形態について検討した． 

その上で，別途行った実験的検討 3)で得られた CSG の破壊特性も踏まえ，堤体の損傷過程を考慮した非線

形動的解析を行い，大規模地震時における台形 CSG ダムの動的挙動の推定に関する検討を行った． 

【検討項目】 

・ 大規模地震時に想定すべき損傷形態の検討 

・ 大規模地震時における損傷過程を考慮した動的挙動の推定に関する検討 

 

 

なお，台形 CSG ダムの特徴として，あらかじめ定めた一定の範囲内に CSG の粒度・単位水量を管理する

ことでその品質（強度）のばらつきが許容される点がある．このため，CSG の品質のばらつきが大規模地震

時の動的応答に及ぼす影響についても検討した．その結果を巻末に【付録】として参考に示す． 
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2. 動的応答の基本的特性についての検討 

2.1 概要 

台形 CSG ダムの設計（断面設計）は，基本的に堤体材料（CSG）が弾性材料と見なせる範囲で行われる

点でコンクリートダムと共通するほか，基本的に貯水圧や地震荷重などの水平荷重を堤体自重を介して基礎

岩盤に伝達することで支持するなど，コンクリートダムの中でも重力式コンクリートダムとの共通点が多い．

しかし，上流面勾配が鉛直に近い三角形断面とすることが一般的な重力式コンクリートダムと異なり，台形

CSG ダムでは，堤体材料の大部分を占める CSG の強度が一般にコンクリートに比べて小さいことや，堤体

底面沿いに作用するせん断力に対して摩擦抵抗のみ抵抗できる設計とするため，地震時においても端部の応

力集中が少なく，堤体底面が広い台形断面となっている． 

このような台形 CSG ダムの大規模地震時における挙動を推定する上で，同型式ダムの動的応答の基本的

特性を把握するため，2 次元有限要素モデルを用いた線形動的解析によって，堤体のモデル化方法，堤体規

模（堤高），考慮する地震動，基礎岩盤の物性，貯水位条件などの諸条件の相違が大規模地震時の動的応答（固

有周期，堤体内発生応力，転倒・滑動に対する安定性）に及ぼす影響について検討した． 
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2.2 堤体のモデル化方法による影響の検討 

2.2.1 解析条件 

解析モデルとして，一般的な台形 CSG ダムの標準断面形状(図- 2.1)を参考に，台形 CSG ダムの堤体（堤

高 50m，上下流面勾配 1：0.8，天端幅 8m），基礎岩盤及び貯水池をモデル化した． 

なお，台形 CSG ダムの設計時の解析では，堤体材料の物性として堤体の大部分を占めかつ強度が小さい

CSG の物性（弾性係数）が与えられるのが一般的で，上流端側に配置される着岩面の水密性の確保のための

止水コンクリート及び堤体内構造物周辺の構造用コンクリートや堤体表面に配置される耐久性の確保のため

の保護コンクリート，堤体底面に配置される滑動に対する抵抗性や耐久性の向上を図るための富配合 CSG

については通常モデル化されない．しかし，本検討では，大規模地震時の挙動を推定する上で台形 CSG ダ

ムの動的応答特性をより精度よく把握しておく必要があると考え，止水・構造用コンクリートや保護コンク

リート，富配合 CSG を含む堤体内部構造を考慮したモデル（詳細モデル）を用いた解析を行い，設計で用

いられるものと同様の堤体の物性を一律 CSG の物性としたモデル（均一モデル）の解析結果と比較した． 

解析モデルの要素分割は，堤体内部構造を考慮した詳細モデルでの解析も行うため，常時(非地震時)の静

的解析及び線形動的解析においては，保護コンクリートや富配合 CSG 部の厚さを考慮し，保護コンクリー

ト部，止水・構造用コンクリート部及び富配合 CSG 部では 0.5m 程度とした．なお，内部 CSG では 1.0m

程度とした．非線形動的解析(4.)では，実験的検討 3)で得られた CSG の引張強度や破壊エネルギーの大きさ

をもとに想定した CSG の引張軟化特性による損傷過程を適切に再現するための等価要素長を考慮して，要

素分割をこれよりも小さくし，保護コンクリート部，止水・構造用コンクリート部及び富配合 CSG 部では

0.1m 程度，内部 CSG では 1.0m 程度の大きさとした．均一モデル，詳細モデルの形状を図- 2.2，図- 2.3 及

び表- 2.1 に，要素分割を図- 2.4 にそれぞれ示す．また，解析モデルに与えた物性値を表- 2.2 に示す． 

解析モデルの境界条件は，常時(非地震時)の静的解析では，岩盤の境界条件は側方，底面とも固定境界と

し，地震動を作用させた動的解析では，側方及び底面の境界条件については仮想仕事の原理に基づく粘性境

界を設定した． 

動的解析で考慮する減衰はレイリー減衰を用い，堤体部についての固有値解析(表- 2.3)により得られた主

要振動モード（水平動：1 次，鉛直動：2 次）の固有周期で減衰定数が 10%となるように質量マトリクス及

び剛性マトリクスの係数を設定した．なお，減衰定数の値については実際のダムにおける地震動観測結果な

どに基づき設定することが望ましいが，現時点では台形 CSG ダムでの観測記録が無いことから，堤体の減

衰定数は重力式コンクリートダムでの地震時応答に関する既往研究 4)などを参考に設定した． 

入力地震動は，1995 年兵庫県南部地震の際，震源近傍の一庫ダム（重力式コンクリートダム，堤高 75m）

の基礎部で観測された加速度時刻歴波形を大規模地震に対するダムの耐震性能照査で考慮される照査用下限

加速度スペクトル 2)になるように調整した波形（図- 2.5 に示す水平動及び鉛直動．以下，「下限一庫波」と

いう．）が堤体を考慮した解析モデルにおける堤体底面中央で再現されるよう引き戻した波形をモデル底面よ

り入力した． 
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表- 2.1 解析条件（解析モデル，貯水位） 

モデル 均一モデル 詳細モデル 

堤高 H 50m 50m 

貯水位 0.9H 

 

 

表- 2.2 物性値 

モデル 弾性係数 
(N/mm2) 

密度 
(kg/m3) ポアソン比 減衰 

堤 体 

CSG 2,000 2,300 0.25 

10% 富配合 CSG 4,000 2,300 0.25 

止水・構造用コンクリート 
保護コンクリート 25,000 2,300 0.2 

岩 盤 2,000 2,300 0.3 10% 

*均一モデルでは，堤体内の物性を一律「CSG」の値とした． 

 

 

表- 2.3 固有値解析結果（堤体の固有周期） 

モード 

堤高 50m 

均一モデル 詳細モデル 

固有 
周期 
(sec) 

有効質量比 固有 
周期 
(sec) 

有効質量比 

X 
(上下流方向) 

Y
(鉛直方向) 

X
(上下流方向) 

Y 
(鉛直方向) 

1 次 0.280 66% 0% 0.218 74% 2% 

2 次 0.166 0% 67% 0.144 0% 64% 

3 次 0.153 18% 0% 0.124 5% 1% 

 

 

  









 

図- 2.9 堤体内の

(a)

(b) 大規模

の主応力分布

11 

常時(非地

 

地震時（線

（均一モデ

震時) 

形動的解析）

ルと詳細モデルの比較，堤

 

 

堤高 50m) 
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表- 2.4 最大主応力σ1，最小主応力σ3（堤高 50m） 

 
均一 
モデル 

詳細 
モデル 

CSG 富配合 
CSG ｺﾝｸﾘｰﾄ 

常時(非地震時) 
最大主応力 σ1 (N/mm2) 0.00 0.02 0.11 0.40 

最小主応力 σ3 (N/mm2) -1.15 -0.81 -0.83 -3.02 

大規模地震時(線形動的解析) 
最大主応力 σ1 (N/mm2) 0.53 0.12 0.50 1.58 

最小主応力 σ3 (N/mm2) -2.21 -1.34 -1.16 -6.24 

 

(3) 転倒及び滑動に対する安定性 

台形 CSG ダムの設計では，堤体内発生応力のほか，転倒や滑動に対しても十分な安定性を確保すること

が要件となっている．このうち，転倒に対する安定性については動的解析により得られる堤体底面での鉛直

応力が基本的に圧縮側であることが必要とされる．また，滑動に対する安定性については，滑動力に対する

摩擦抵抗力の比である(1)式 1)の滑動係数が一定値以上確保されることが求められる． 

 

H
VfFs

×
=

・・・・・・・・・(1)1) 

ここに， 

sF  ：滑動係数 

f  ：堤体底面の摩擦抵抗係数 

V   ：堤体底面に作用する鉛直力の総和(=Σσy．σy：堤体底面各要素での鉛直応力．ただし，σyが引張応

力となる範囲はマイナスで計上) 

H  ：堤体底面に作用する水平力の総和 

 

上式の滑動係数は，重力式コンクリートダムの設計で用いられる(2)式（Henny 式）で考慮される堤体底

面付近の基礎岩盤のせん断強度 τ0をゼロとした場合に相当する． 

 

H
Vf

F
l×+×

= 0τ ・・・・・・(2) 

ここに， 

F ：滑動安全率 

0τ ：せん断面のせん断強度 

l ：せん断抵抗を考える長さ 

であり，(2)式での f は，摩擦抵抗係数に相当する． 
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次に，滑動に対する安定性への影響について，(2)式により求めた滑動安全率が最小となる時刻(図- 2.12)

における堤体底面での鉛直応力，せん断応力の分布，また，このときのせん断応力及び鉛直応力を用いて(3)

式により求めた滑動に対する局所滑動安全率を図- 2.13 に示す． 

 

τ
σ ff n

s
×

= ・・・・・・・・・(3)  

ここに， 

sf  ：滑動に対する局所滑動安全率 

nσ  ：堤体底面各要素の鉛直応力（地震時の堤体内鉛直応力と揚圧力 u の差分．） 

f  ：堤体底面の摩擦抵抗係数 

τ   ：地震時の堤体底面各要素のせん断応力（岩盤に接する要素の応力） 

 

なお，堤体底面の摩擦抵抗係数 f の値は，CL～CM 級岩盤での原位置せん断試験後の二度押し試験結果 6)

を参考に f=1.2 とした(図- 2.14)．また，σnが引張側となる場合は，局所滑動安全率 fsは計算しないものとし

た． 

台形 CSG ダムの実際の施工においては，上流側の止水コンクリート部は貯水に対する着岩面の水密性を

確保するためコンクリートダムと同等の岩盤面処理を行うほか，コンクリート打設時には仕上げ掘削した基

礎岩盤にモルタルを敷設して基礎岩盤との一体化が図られる 7)．このため，図- 2.13 には(3)式による局所滑

動安全率分布のほか，止水コンクリート部では(4)式により基礎岩盤のせん断強度 τ0と内部摩擦角φで示され

るせん断摩擦抵抗を考慮した場合の局所滑動安全率 fs’の分布も併記している． 

 

τ
στ φtan

' 0 ×+
= n

sf ・・・・・・・・・(4) 

 

なお，(4)式における τ0 およびφの値は，既往文献 8)を参考に，CL～CM 級岩盤での値として，止水コン

クリート部においては τ0=0.98N/mm2(=10kgf/cm2)，φ=45°(f=1.0)とした．また，τ0＋σn×tanφが負とな

る場合は，局所滑動安全率 fs’を計算しないものとした． 

図- 2.13 より，設計条件と同様，止水コンクリート部での基礎岩盤との間のせん断強度を考慮しない場合

の滑動に対する局所滑動安全率は，均一モデルでは上流側の一部で 1.0 を下回る分布となるが，詳細モデル

では上流端付近及び止水コンクリートと富配合 CSG の境界部で 1.0 を下回ることがわかる．これはコンク

リート部を考慮したことによる影響と考えられ，止水コンクリートの中央部や下流面側の保護コンクリート

部では均一モデルよりも局所滑動安全率が大きくなっている．なお，止水コンクリート部での基礎岩盤との

間のせん断強度を見込んだ場合には，上流側（止水コンクリート部）の局所滑動安全率は大幅に大きくなっ

ている． 
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(2) 堤体内発生応力 

堤高 50m，100m モデルにおける常時(非地震時)の静的解析で得られた常時(非地震時)の応力状態での主応

力（最大主応力 σ1，最小主応力 σ3）及び線形動的解析で得られた大規模地震時における堤体内発生応力のピ

ーク値（時刻歴解析での σ1の最大値 σ1max及び σ3の最小値 σ3min）の分布を図- 2.18 に示す． 

常時(非地震時)においては，均一モデルでは，堤高 100m の場合でも，堤高 50m の場合と同様に引張応力

は発生せず，全圧縮状態となっている．なお，圧縮応力が集中するのは下流端部であり，その最大値は堤高

50m の場合よりも大きくなっている．一方，詳細モデルでは，堤高 50m，100m とも常時においても一部引

張応力が生じている．(内部)CSG，富配合 CSG の σ1の最大値は堤高 100m の場合も堤高 50m の場合と大き

く変わらないが，止水コンクリート部の引張応力が大きくなっている．σ3は特に下流端の保護コンクリート

部に応力が集中しているが，全体的に堤高 100m では堤高 50m の場合よりも堤体各部で大きくなっている． 

大規模地震時の堤体内応力については，堤高 100m の場合，均一モデルでは上流端部のほかに，わずかな

がら天端付近の下流側高標高部で引張応力が生じている．σ3 については，堤高 50m の場合と比較してほぼ

堤体全域で大きくなっている．一方，詳細モデルでは，(内部)CSG の止水・構造用コンクリートとの境界部

における応力集中が σ1，σ3 とも堤高 50m の場合に比べて大きくなり，保護コンクリート部，止水・構造用

コンクリート部に生じる引張・圧縮応力も堤高 50m の場合に比べて大きくなっている． 

このような詳細モデルでの傾向は均一モデルでは再現されていないことを考慮すると，堤高が高くなり，

応力集中箇所での発生応力が大きくなるケースでは，特に大規模地震時については，堤体の内部構造を考慮

した解析を行っておくのがよいと考えられる． 

 



 

 

 

図- 2.18 常時応

 

力及び線形動
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動的解析による大規模地震時の堤体内内応力分布 
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図- 2.22 より，均一モデルでは，堤高が高くなることで発生する鉛直応力及びせん断応力が増大するが，

堤高 100m の場合でも鉛直応力は上流端の局所を除いてほとんどの範囲で圧縮側となる．局所滑動安全率は，

堤高 100m の場合は堤高 50m の場合と比較してやや低下するものの，両者とも上流端付近を除く堤体底面

のほとんどの範囲で 1 以上となっている． 

図- 2.23 より，詳細モデルも同様に，堤高が高くなることで発生する鉛直応力及びせん断応力が増大する

が，堤高 100m の場合でも鉛直応力は上流端の局所を除いてほとんどの範囲で圧縮側となる．局所滑動安全

率は，止水コンクリート部において基礎岩盤との間でせん断強度を見込まない場合，堤高 100m，同 50m の

場合とも，上流端付近のほか，止水・構造用コンクリートと内部 CSG の境界部で一部 1 を下回るが，堤体

底面の大部分において，1 以上である．なお，止水コンクリート部の基礎岩盤との間でせん断強度を見込ん

だ場合，上流端部において局所滑動安全率が 1 を下回る領域は，堤高 50m のケースでは生じなくなる．堤

高 100m のケースではなお同安全率が 1 を下回る領域が残るが，その範囲はせん断強度を見込まない場合よ

りも小さくなっている． 
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2.4 考慮する地震動強さの相違による影響の検討 

2.4.1 解析条件 

解析モデルは，2.2 で用いたモデル(図- 2.3)と同じ(堤高 50m)とした．止水・構造用コンクリートや保護コ

ンクリートを含む堤体内部構造を考慮した詳細モデルを基本としたが，比較のため均一モデルでも解析を行

った．物性値等は 2.2 と同様である．入力地震動は表- 2.7 に示すとおり，2.2 の検討で用いた波形の下限一

庫波(図- 2.5)に加え，下限一庫波の加速度振幅の倍率（下限一庫波に対する加速度応答スペクトルの引伸ば

し倍率．以下，「引伸ばし倍率」という）を数ケース設定した合計 4 波形とし，入力地震動強さによる影響

について検討した． 

 

 

表- 2.7 解析条件 

堤高 H 50m 

堤体物性 均一モデル，詳細モデル 

貯水位 0.9H（45m） 

入力 

地震動 

(波形， 

最大加速度) 

①：下限一庫波 0.16G（②を振幅調整，最大水平加速度 0.16G:設計地震相当）

基本ケース②：下限一庫波振幅×1（1995 年兵庫県南部地震の際，震源近傍の一庫ダムの

基礎部で観測された加速度時刻歴波形を照査用下限加

速度応答スペクトル 2)に適合するよう振幅調整：最大

水平加速度 341gal） 

③：下限一庫波振幅×2（②の加速度振幅を 2 倍：最大水平加速度 682gal） 

④：下限一庫波振幅×3（②の加速度振幅を 3 倍：最大水平加速度 1,023gal） 

 

 

 

 

 

 

  



2.4.2 解析結

 地震動強

- 2.7 の①

(1) 堤体内

下限一庫

体内応力の

- 2.24 に示

流端で生じ

スを除き，

クリートの

は下流端で

 

 

結果・考察 

さの違いによ

～④)を対象と

発生応力 

波の加速度振

ピーク値（最

す．均一モデ

ているが，詳

止水・構造用

境界部で発生

最大となって

図- 2.24 

よる影響を

して，堤体

振幅を一定

最大主応力 σ

デルでは，

詳細モデル

用コンクリ

生している．

ている． 

線形動的解

 

把握するため，

内発生応力，

倍率（2，3 倍

1の時刻歴最

全てのケースで

では内部 CS

ートとの境界で

詳細モデル

析による大規

28 

，下限一庫

転倒及び

）で調整し

最大値 σ1max，

で最大引張

G の σ1maxの

で発生し，σ

のコンクリ

規模地震時の

波を基本とし

滑動に対する安

た条件での

最小主応力 σ

応力は堤体

最大値は，引

3minの最大値

ート部では全

堤体内主応

て，加速度振

安定性につ

線形動的解析に

σ3の時刻歴最

上流端で生じ，

引伸ばし倍率

値は全てのケー

てのケースで

力（時刻歴最

振幅が相違

いて検討した

による大規

最小値 σ3min）

，最大圧縮

率 1 倍(下限

ースで止水

で，σ1maxは上

最大値）の分

する 4 波形(表

． 

模地震時の堤

の分布を図

応力は堤体下

一庫波)のケー

・構造用コン

流端で，σ3min

布 

 

表

堤

図

下

ー

ン

n

 

















 

36 

2.5 基礎岩盤の物性の相違による影響の検討 

2.5.1 解析条件 

基礎岩盤の物性の相違による影響を把握するため，表- 2.8 に示すとおり，岩盤弾性係数を 3 ケース設定し

た．解析モデルは，2.2 で用いた堤高 50m のモデル(均一モデル及び止水・構造用コンクリートや保護コン

クリートを含む堤体内部構造を考慮した詳細モデル)とし，他の物性値，入力地震動等の解析条件は 2.2 と同

様である． 

なお，堤体の応答は，常時においては主に基礎浅部の岩盤の変形性，地震時においては一般に浅部より変

形性が小さな深部も含めた基礎全体の変形性の影響を受けると考えられることや，地震時における基礎岩盤

の動的変形での歪みレベルは，静的載荷での変形性を調べる原位置試験での歪みレベルより一般的に小さい

と考えられることから，応力解析において考慮する基礎岩盤の弾性係数を必要に応じ常時と地震時で異なる

値（地震時は常時よりも大きな値）とすることも考えられる．このため，参考として，大規模地震を入力し

た動的解析時のみ基礎岩盤の弾性係数を常時の解析で用いる値よりも大きい条件（2 倍）としたケースにつ

いても合わせて比較することとした． 

 

 

表- 2.8 解析条件 

堤高 H 50m 

モデル 
均一モデル 

詳細モデル 

CSG 弾性係数 
Ed(N/mm2) 2,000 

岩盤弾性係数 
Er(N/mm2) 

1,000（Er／Ed＝0.5） 

2,000（Er／Ed＝1.0） 

4,000（Er／Ed＝2.0） 

*参考 常時 2,000，地震時 4,000（Edの 2 倍） 

貯水位 0.9H（45m） 

入力地震動 下限一庫波 
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2.5.2 解析結果・考察 

(1) 堤体内発生応力 

異なる岩盤物性値条件による解析結果から，常時(非地震時)の静的解析で得られた常時(非地震時)応力状態

での主応力（最大主応力 σ1，最小主応力 σ3）を図- 2.35(a)に示す． 

同図より，均一モデルでは，基礎岩盤に対する堤体の弾性係数の比(以下，「Er/Ed」とする．）が小さく（基

礎岩盤の変形性が堤体に比べ大きく）なると，上流端での最大主応力 σ1はより圧縮側に移行する．最小主応

力 σ3については堤体の下流端で最大となるが，Er/Edが小さくなるほど大きくなっている． 

一方，詳細モデルでは，内部 CSG の σ1は Er/Edの変化による影響はほとんどない．σ3については，Er/Ed

が大きくなると応力は若干大きくなっている．また，σ3 は，Er/Ed が大きい場合，堤体底面の中央部で最大

となるが，Er/Ed が小さい場合は止水・構造用コンクリートとの境界周辺で最大となる．なお，コンクリー

ト部及び富配合 CSG 部については引張応力が生じているが，その大きさは Er/Edが小さくなるほど大きくな

っている．富配合 CSG については，σ3は Er/Edによる差はほとんどないが，コンクリート部の σ3は，堤体

の下流端で最大となるが，Er/Edが小さくなるほど大きくなっている． 

次に，線形動的解析で得られた大規模地震時における堤体内発生応力のピーク値（σ1の時刻歴最大値 σ1max，

σ3の時刻歴最小値 σ3min）を図- 2.35(b)示す． 

均一モデルでは，σ1 についてはいずれのケースも上流端部に引張応力が発生しているが，Er/Ed の変化に

よる差はほとんどない．σ3 については，最大圧縮応力が下流端で生じており，Er/Ed が小さくなるにつれて

圧縮応力が大きくなっている． 

一方，詳細モデルにおいても内部 CSG の σ1は，Er/Edを大きくすると若干小さくなるが，その最大値は均

一モデルに比べて小さい．なお，内部 CSG での σ1は，Er/Edが比較的大きい場合(Er/Ed=1，2)は天端周辺で

最大となるが，Er/Edが小さい場合(Er/Ed=1/2)は，止水・構造用コンクリートとの境界で最大となっている．

止水・構造用コンクリート部との境界で最大となっている内部 CSG の σ3については，Er/Edが大きくなると

若干増大する．なお，富配合 CSG 部の σ1については，内部 CSG と同様に Er/Edが小さくなると，止水・構

造用コンクリート部との境界で σ1が大きくなる．また，コンクリート部においては，Er/Edを大きくすると，

堤体上流端部の σ1は大きくなり，下流端での σ3は小さくなる． 

以上より，均一モデルによる場合，Er/Edが小さくなると堤体内(CSG)に発生する圧縮応力は大きくなるが，

詳細モデルによる場合，均一モデルと比べ岩盤の変形性による最大応力への影響は小さい．これは，基礎岩

盤の弾性係数が堤体に比べ相対的に小さいと，堤体が変形しやすくなるものの，実際には，堤体内の CSG

は弾性係数が大きいコンクリートに拘束されていることで，基礎岩盤の変形性による堤体内応力への影響が

ある程度抑えられるためと考えられる．ただし，詳細モデルの解析結果より，Er/Ed が小さくなると，内部

CSG 及び富配合 CSG では，止水・構造用コンクリートとの境界周辺での応力集中が生じやすくなることか

ら大規模地震時にはこの点に注意する必要があると考えられる．なお，図- 2.35(b)中に参考として示した動

的解析時のみ岩盤の弾性係数を増加させた場合では，上下流端の応力は，動的解析の弾性係数を静的解析時

と同一とした場合よりも小さくなっている．これは，考慮した Er/Ed の範囲では，上下流端の応力は，主と

して常時応力よりも地震時の発生応力(動的応力)によるものであったためと考えられる． 



(a)

(b) 大規模

図- 2.35
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(2) 転倒及び滑動に対する安定性 

転倒に対する安定性について，堤体底面上流端の要素において引張側の鉛直応力が最大となる時刻におけ

る鉛直応力分布を図- 2.36，図- 2.37 に示す．なお，同図には線形動的解析から求まる鉛直応力と同鉛直応力

から底面に作用する揚圧力(台形 CSG ダムの設計で考慮される図- 2.11 の分布)を控除した値の分布を示して

いる． 

両モデルともに，鉛直応力は堤体底面の大部分で圧縮側となっており，本解析の条件では転倒に対する安

定性は確保されると考えられる． 

均一モデルでは，上流端では Er/Ed による鉛直応力の差はないが，下流端では Er/Ed が小さい場合

(Er/Ed=1/2)，基礎岩盤の変形性が堤体に比べ大きいため，圧縮側の鉛直応力が大きくなっている． 

一方，詳細モデルでは，Er/Ed が大きいほど上流端で引張側の鉛直応力が大きくなっているが，上流端付

近から下流はいずれのケースも同程度の分布になっている．これは，詳細モデルでは堤体内部の CSG は弾

性係数が大きいコンクリートに拘束されているために，基礎岩盤の変形性が堤体(CSG)に比べ小さくなって

も堤体底面沿いの応力の変化が抑えられるためと考えられる． 

また，両モデルともに動的解析時のみ岩盤の弾性係数を増加させたケースでの鉛直応力分布は，Er/Ed＝2.0

のケースと同程度となっている．これは，考慮した Er/Ed の範囲では，鉛直応力が主として常時応力よりも

地震時の発生応力(動的応力)によるものであったためと考えられる 
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2.6 貯水位条件の相違による影響の検討 

2.6.1 解析条件 

貯水条件の相違による影響を把握するため，表- 2.9 に示すとおり，貯水位を 3 ケース設定した． 

解析モデルは，2.2 で用いた堤高 50m のモデル(均一モデル及び止水・構造用コンクリートや保護コンク

リートを含む堤体内部構造を考慮した詳細モデル)とし，他の物性値，入力地震動等の解析条件は 2.2 と同様

である． 

 

表- 2.9 解析条件 

堤高 H 50m 

モデル 
均一モデル 

詳細モデル 

貯水位 

0.9H（45m） 

0.5H（25m） 

0 

入力地震動 下限一庫波 
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(2) 堤体内発生応力 

各貯水位での常時(非地震時)の静的解析で得られた常時(非地震時)応力状態での主応力（最大主応力 σ1，最

小主応力 σ3）及び線形動的解析で得られた大規模地震時における堤体内発生応力のピーク値（時刻歴解析で

の σ1の最大値 σ1max及び σ3の最小値 σ3min）を図- 2.43 に示す． 

常時において，均一モデルでは，全ての貯水位条件で堤体内に引張応力は発生せず，全圧縮状態である．

最大圧縮応力は，全ての貯水位条件で堤体下流端に生じ，貯水位が高いほど大きくなっている．なお，上流

端では貯水位が低いほど大きくなっている． 

これに対し，詳細モデルでは，内部 CSG では最大主応力 σ1については，貯水が低いほど最大引張応力は

若干大きくなるものの，その値は比較的小さく，また貯水位による影響も小さいことが分かる．なお，最大

引張応力は，貯水位 0.5H 及び 0.9H の場合で天端付近に生じ，貯水なしでは止水・構造用コンクリートとの

境界部に発生する．最小主応力 σ3 については，全ての貯水位条件で最大圧縮応力は堤体底面中央部に生じ，

貯水位が高くなると若干大きくなる．富配合 CSG 部では，最大引張応力の値は内部 CSG と同様，貯水位が

低いほど若干大きくなり，最大圧縮応力は貯水位が高いほど大きくなる．コンクリート部についても，最大

応力の値は同様の傾向であるが，最大引張応力は貯水位が 0.9H の場合は富配合 CSG との境界部で，貯水位

が 0.5H 及び 0(貯水なし)の場合は止水・構造用コンクリートの上面で生じ，最大圧縮応力は全ての貯水位条

件で下流端に生じる． 

大規模地震時においては，均一モデルでは堤体内に引張応力が生じ，その最大値は貯水位が高くなると大

きくなる傾向にある．引張応力が集中するのは貯水位が 0.9H の場合は上流端，貯水位が 0.5H 及び貯水なし

の場合は下流端である．σ3については，貯水位が高くなると最大圧縮応力は大きくなり，最大応力の発生位

置は貯水位が 0.5H，及び 0.9H の場合は下流端，貯水なしの場合は上流端である． 

一方，詳細モデルでは，内部 CSG の σ1については貯水位による影響はほとんどない．富配合 CSG 部の

地震時応力については，最大圧縮応力は，貯水位が高いほど若干大きくなっており，その最大値は貯水位が

高いと下流端側に移行している．コンクリート部の地震時応力については，全ての貯水位条件で，σ1につい

ては上流端，σ3については下流端で最大となっており，最大引張応力，最大圧縮応力とも貯水位が高いほど

大きくなる． 

以上より，均一モデルでは，貯水位が高いほど，堤体内の最大引張応力及び最大圧縮応力は大きくなるが，

堤体内部構造を考慮した詳細モデルでは，均一モデルと比べ貯水位の変化による堤体内応力への影響は小さ

い．また，貯水位条件の相違による堤体内発生応力への影響は，基本的には両モデルとも貯水位が高いほど，

応力集中箇所での発生応力の最大値は引張応力・圧縮応力とも大きくなるが，応力値が最大となる箇所は貯

水位条件により異なる． 
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3. 大規模地震時に想定すべき損傷形態の検討 

3.1 概要 

堤体材料を弾性材料とみなして設計される点で共通するコンクリートダムの耐震性能照査では，その損傷

過程を含め大規模地震時の挙動を推定する必要がある場合，コンクリートの強度特性（圧縮強度に比べ引張

強度がかなり小さい）を考慮し，引張破壊による損傷過程を考慮できる非線形動的解析 9)が用いられる．こ

の解析は，特に重力式コンクリートダムの耐震性能照査では一般的なものとなっているが，これは同型式ダ

ムで引張応力の集中が問題となる上流端（堤踵部）での主応力が上流面に沿うほぼ一軸引張状態となること

とも対応している． 

台形 CSG ダムにおいても，CSG の強度特性として圧縮強度より引張強度がかなり小さい点ではコンクリ

ートと同様であり，大規模地震時における損傷形態としてまず引張破壊によるものが想定される．しかし，

コンクリートダムとは上下流面勾配などの断面形状が異なるほか，堤体内にはその大部分を占める CSG 以

外に止水・構造用コンクリートや保護コンクリートが配置される．このため，前章（2.）に示した線形動的

解析で得られた堤体各部の応力状態を既往の設計事例等に基づいて想定される堤体各部の材料強度等と比較

することで，台形CSGダムで大規模地震時の挙動を推定する場合に考慮すべき損傷形態について検討した． 

なお，ここで検討する堤体内の応力集中によるもの以外の損傷形態として，構造設計時にも検討される堤

体全体の転倒や堤体底面での滑動がある．大規模地震時の挙動としてはこれらを想定した検討も別途必要と

考えられる． 
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3.2 検討条件 

2.2の検討に用いた台形 CSG ダム堤体（堤高 H=50m）と貯水池及び基礎岩盤からなる解析モデルのうち，

堤体内部構造を反映したモデル（詳細モデル，図- 2.3）を用いた線形動的解析で得られる堤体各部における

大規模地震作用中の主応力（最大主応力 σ1及び最小主応力 σ3）を抽出した．なお，大規模地震時における損

傷形態をより明確に把握するため，2.4 での解析と同様，下限一庫波 1 倍の解析結果のほか，下限一庫波 2

倍，3 倍での解析結果も用いた．また，2.6 での考察を踏まえ，貯水位が高いほど，堤体内発生応力や滑動

に対する安定性に対して安全側の条件となることから，貯水位は 0.9H(=45m)として設定した．解析条件を

表- 3.1 に示す． 

表- 3.1 解析条件 

堤高 H 50m 

堤体物性 詳細モデル 

貯水位 0.9H（45m） 

入力 

地震動 

①下限一庫波振幅×1（下限一庫波(図- 2.5)：最大水平加速度 341gal） 

②下限一庫波振幅×2（①の加速度振幅を 2 倍：最大水平加速度 682gal） 

③下限一庫波振幅×3（①の加速度振幅を 3 倍：最大水平加速度 1,023gal） 

 

各種形態での損傷の可能性を検討する上で発生応力との比較が必要となる堤体材料（CSG 及びコンクリー

ト）の各種強度等は表- 3.2 及び表- 3.3 のように設定した． 

CSG の圧縮強度は，台形 CSG ダムの設計の考え方 1)を参考に設定した．すなわち，均一ダムモデル（図- 

2.3）での解析（設計地震（0.16G）相当の地震動を考慮）を別途行って得られた堤体内の地震時最大圧縮応

力に対し，設計時に考慮される安全率（1.5）が確保される弾性領域強度（CSG の一軸圧縮試験で得られる

弾性領域での最大応力で，台形 CSG ダムの断面設計や品質管理において「CSG の強度」1)と呼ばれるもの）

を有する CSG が使用されるものとした．そして，このようにして設定した弾性領域強度をもとに，既往建

設事例での CSG のピーク強度に対する弾性領域強度の比（0.6～0.8 程度 10)）を参考に，この比を 0.7 とし

て圧縮強度（ピーク強度）を設定した． 

CSG の引張強度は，上記の弾性領域強度に対する一般的な比 1)を考慮し，弾性領域強度の 1/7 相当とした． 

CSG のせん断強度は，既往の室内試験結果 3)を参考に圧縮強度（ピーク強度）の 1/5 相当とした． 

CSG の内部摩擦角は，既往の試験事例 1)を参考に 43°（内部摩擦係数 0.93）とした． 

コンクリート(止水・構造用コンクリートおよび保護コンクリート)の強度等については，一般的な値とし

て圧縮強度を設定し，引張強度はその 1/10，せん断強度は同 1/511)とした．内部摩擦角は既往の試験事例 12)

を参考に 45°とした． 
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表- 3.2 CSG の各種強度等の設定値 

強度 設定値 摘要 

弾性領域強度（N/mm2） 3.59 設計地震（0.16G）時における
最大圧縮応力×1.5 

圧縮強度(ピーク強度) （N/mm2） 5.13 弾性領域強度/0.7 

引張強度（N/mm2） 0.51 弾性領域強度/7 1) 

せん断強度（N/mm2） 1.0 圧縮強度（ピーク強度）/5 3) 

内部摩擦角（°） 43 試験事例 1) 

 

表- 3.3 コンクリートの各種強度等の設定値 

強度 設定値 摘要 

圧縮強度（N/mm2） 24.0 一般値 

引張強度（N/mm2） 2.4 圧縮強度/10 11) 

せん断強度（N/mm2） 4.8 圧縮強度/5 11) 

内部摩擦角（°） 45 試験事例 12) 

 

一方，滑動に対する安定性を判定するにあたって必要となる堤体底面でのせん断強度及び摩擦抵抗係数は

表- 3.4 のとおり設定した．このうち，せん断強度は設計時には考慮されないが，前章（2.）での検討と同様，

実施工では止水コンクリート部については少なくとも基礎岩盤との一体化が図られるものとし，せん断強度

を期待できる条件とした．すなわち，富配合 CSG 部では摩擦抵抗のみ考慮し，摩擦抵抗係数の値は CL～CM

級岩盤での原位置せん断試験後の二度押し試験結果 6)を参考に設定した．止水コンクリート部では，既往文

献の岩級区分と岩盤物性の関係 8)を参考に同岩級でのせん断強度及び摩擦抵抗係数を設定した． 

 

表- 3.4 滑動に対する安定性検討用物性値 

範囲 せん断強度 τ0（N/mm2） 摩擦抵抗係数 f 

富配合 CSG 部 0 1.2 

止水コンクリート部 0.98 1.0 
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4. 大規模地震時における損傷過程を考慮した動的挙動の推定に関する検討 

4.1 概要 

前章（3.）での検討から，大規模地震時における台形 CSG ダムの損傷形態のうち堤体内部の応力集中に

よるものとしては，基本的に一軸引張状態での応力集中によるものを考慮すればよいことがわかった．そこ

で，これまでの実験的検討で得られている堤体材料（CSG 及びコンクリート）の引張軟化特性を考慮した非

線形動的解析を行い，台形 CSG ダムの大規模地震時における損傷過程の推定に関して検討した． 
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4.2.2 物性値 

(1) 各種強度・弾性係数等 

解析に用いた物性値のうち，堤体材料の各種強度・弾性係数など引張軟化特性に係る破壊エネルギー等以

外のものは表- 4.1 に示すとおり設定した． 

このうち，CSG の各強度は（圧縮強度（ピーク強度），弾性領域強度及び引張強度）については，前章の

検討では断面設計での必要強度をもとに設定したが，ここでは，後述する破壊エネルギーや引張軟化特性の

実験的検討 3)で用いたのと同配合の内部 CSG を想定した供試体で得られた試験結果を参考に設定した．すな

わち，試験結果の平均値相当の値として内部 CSG での各強度を設定した．富配合 CSG については，内部

CSG の圧縮強度（ピーク強度）に対する富配合 CSG の同強度の比を，既往施工事例や両配合を想定した供

試体試験結果を参考に 1.35 倍として設定した． 

CSG の弾性係数は，実験的検討 3)から弾性係数と圧縮強度(ピーク強度)が概ね線形関係にあることがわか

っているため，同検討で得られた(6)式 3)，13)の関係を用いて，圧縮強度（ピーク強度）をもとに設定した． 

 

{ } 1000037/)0.4'(18.0 ×−+= cc fE (6) 3)，13) 

ここに， 

Ec：変位計を用いた一軸圧縮試験で得られる弾性係数[N/mm2] 

f'c：圧縮強度（一軸圧縮試験でのピーク強度）[N/mm2] 

 

コンクリートについては，前章での検討と同様，圧縮強度を 24N/mm2とし，引張強度はその 1/10 とした．

基礎岩盤については，その弾性係数を内部 CSG と同一値とした． 
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表- 4.1 物性値一覧（引張軟化特性に関わるものを除く） 

物性 内部 CSG 富配合 CSG ｺﾝｸﾘｰﾄ 岩盤 

圧縮強度 f'c 
(ﾋﾟｰｸ強度) (N/mm2) 5.88 7.94 24.00 － 

弾性領域強度 σE (N/mm2) 3.92 － － － 

引張強度 ft (N/mm2) 0.77 1.04 2.40 － 

弾性係数 (N/mm2) 2,000 3,000 25,000 2,000 

単位体積重量 (N/m3) 22,540 22,540 22,540 22,540 

ポアソン比  0.25 0.25 0.20 0.30 

破壊ｴﾈﾙｷﾞｰ GF (N/m) 105 142 200 － 

 

(2) 破壊エネルギー 

非線形動的解析での引張軟化による損傷過程の推定に必要となる破壊エネルギーは，表- 4.2 に示すとおり

設定した． 

このうち，内部 CSG については，切欠きを設けた CSG 供試体の 3 点曲げ試験 3)の結果を参考に設定した．

富配合 CSG については同様の試験結果がないが，内部 CSG よりは大きいと考えられることや，両 CSG を

想定した配合の供試体による破壊エネルギー試験結果 3)を参考に，ここでは内部 CSG の値の約 1.3 倍の値を

仮定した． 

コンクリートの破壊エネルギーは，最大骨材粒径が大きいダムコンクリートを想定した破壊エネルギーに

関する既往研究 14)で示されている破壊エネルギーと圧縮強度及び最大骨材粒径との関係式である次式を用

いて粗骨材最大寸法を dmax=40mm として設定した． 

 

70

max 10
)8079.0( ⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛×+= cm

F
fdG ・・・ (7) 14) 

ここに， 

FG  ：破壊エネルギー(N/m) 

maxd  ：粗骨材最大寸法(mm) 

cmf  ：圧縮強度 (N/mm2) 
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(2) 滑動に対する安定性 

線形・非線形動的解析結果から得られた堤体底面の鉛直応力及びせん断応力から，滑動安全率の時刻歴を

(2)式により算定した．また，滑動安全率が最小となる時刻の堤体底面沿いの局所滑動安全率の分布を(3)式に

より求めた．なお，台形 CSG ダムの断面設計では，底面の摩擦抵抗力のみを考慮した安全率（滑動係数）

が用いられるが，大規模地震時を想定した本検討では，2.での検討と同様，(4)式によりコンクリートダムと

同等の岩盤面処理がなされる止水コンクリート部やその下流側の一定範囲（着岩面の水密性を確保するため

に CSG と基礎岩盤の間に敷モルタルして施工される範囲(一体化 CSG 区間 7)，0.5H 程度(H：堤高))）につ

いてせん断強度を見込んだ場合についても検討した．すなわち，図- 4.8 に示す 3 ケース（A：底面全体でせ

ん断強度を見込まない場合，B：止水コンクリート部のみせん断強度を見込む場合，C：止水コンクリート部

のほか一体化 CSG 区間のせん断強度も見込む場合）とし，底面のせん断強度および摩擦抵抗係数は表- 4.3

のとおり設定した．ただし，底面でのせん断強度を見込めるものとした範囲内で非線形動的解析による引張

軟化領域が予想される場合，当該領域では引張軟化が生じる時刻以降はせん断強度は見込まない（摩擦抵抗

のみ見込む）こととした．また，(2)式での鉛直力 V 及び(3)式において考慮する底面揚圧力は，最近の台形

CSG ダムの断面設計で用いられる考え方 5)として，図- 4.8 中に示す分布形状（上流端で貯水位相当，基礎排

水孔位置でその 80%）を考慮した． 

非線形動的解析結果から求めた滑動安全率の時刻歴を比較のため線形動的解析結果から求めたものとと

もに図- 4.9～図- 4.11 に示す． 

また，各入力地震動レベルにおける最小滑動安全率の比較を図- 4.12，滑動安全率が最小となる時間にお

ける堤体底面沿いの局所滑動安全率の分布を図- 4.13 にそれぞれ示す． 

各図より，滑動安全率は入力地震動レベルが大きくなると減少するが，その値は堤体底面の条件（せん断

強度 τ0を見込める範囲)により異なり，せん断強度を見込める範囲が広いほど大きくなることがわかる． 

また，最小滑動安全率を線形動的解析と非線形動的解析で比較すると，非線形動的解析の方が各ケースと

もやや大きくなっている．これは，堤体の損傷過程を考慮することで上下流方向への堤体変位に伴う鉛直応

力の減少が軽減され，結果として摩擦抵抗力がやや大きく算出されることになるためと考えられる． 

 

 

表- 4.3 滑動安定性の検討に用いた堤体底面のせん断強度，摩擦抵抗係数 

検討ケース 
せん断強度を見込む範囲 せん断強度を見込まない範囲 

せん断強度 τ0
（N/mm2） 摩擦抵抗係数 f せん断強度 τ0 

（N/mm2） 摩擦抵抗係数 f 

(A) なし - - 0 1.0 

(B) 止水ｺﾝｸﾘｰﾄ部(14m) 0.98 1.0 0 1.0 

(C) 止水コンクリート部＋ 
一体化 CSG 区間(0.5H=25m) 0.98 1.0 0 1.0 

  





 

72 

 

以上のことから，堤体材料の引張軟化を考慮した非線形動的解析により，大規模地震時の台形 CSG ダム

の損傷過程やその堤体安定性への影響について以下のことがわかった． 

・ 堤体上下流端部や保護コンクリート部のほか，堤体内部の構造用コンクリートの隅角部付近の内部 CSG

において引張応力の集中による損傷が生じる可能性がある．なお，構造用コンクリート隅角部付近の内

部 CSG での損傷は，上流面及び堤体底面に向かう斜め方向に進展する可能性がある． 

・ 転倒及び堤体底面沿いの滑動に対する安定性は，地震動が強くなると低下する．なお，滑動に対する安

定性への影響は，止水コンクリート部やその下流側の一部での着岩処理の方法やその解析条件への反映

有無（せん断強度を見込める範囲の有無や広さ）により異なり，せん断強度が見込める場合には断面設

計での条件と同様に摩擦抵抗力しか考慮しない場合に比べ相対的に小さくなる． 
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5. まとめ 

台形 CSG ダムを対象に，その大規模地震時の損傷過程を含む動的挙動の推定に関する以下の点を明らか

にすることを目的に地震応答解析等による解析的検討を行った． 

本検討で得られた主な結果は以下のようであり，大規模地震に対する台形 CSG ダムの耐震性能照査を行

う上で参考になるものと考えられる． 

 

(1) 動的応答の基本的特性 

① 堤体のモデル化方法による影響 

 台形 CSG ダムの設計で用いられる堤体の物性を一律 CSG の物性としたモデル（均一モデル）と止水・構

造用コンクリートや保護コンクリートを含む堤体内部構造を考慮したモデル（詳細モデル）の比較では，常

時(非地震時)及び大規模地震時における堤体内発生応力の分布は異なるものとなり，詳細モデルでは，相対

的にコンクリート部分に応力が集中する結果が得られた． 

② ダム規模（堤高）の違いによる影響 

 均一モデル，詳細モデルともに，物性値が同じ場合，堤高 50m の場合に比べて堤高 100m の場合の方が

堤体内発生応力は全般的に大きくなり，堤体の滑動に対する安定性は両モデルともに，堤高 50m に比べて滑

動安全率は堤高 100m の方が小さくなった．なお，詳細モデルの解析では，内部 CSG の止水・構造用コン

クリートとの境界部における応力集中箇所や，コンクリート部に生じる応力も堤高 50m の場合に比べて大き

くなった． 

③ 考慮する地震動強さの相違による影響 

均一モデル，詳細モデルともに，考慮する地震動強さが大きいほど堤体内発生応力は大きくなるが，詳細

モデルの場合，弾性係数が相対的に CSG よりも大きいコンクリート部に応力が集中することにより，地震

動強さが増大しても CSG 部が負担する応力の増加は抑えられる．CSG，コンクリートとも圧縮強度や引張

強度に相当するような大きな応力が発生しない設計地震程度の地震動強さでは，均一モデル，詳細モデルの

違いによる影響は実務的にはあまり問題にならないと考えられるが，発生応力レベルが大きくなる大規模地

震を考慮する場合には，実現象の再現性をできるだけ高めるため，堤体内部構造も考慮したモデル(詳細モデ

ル)での解析を行うのがよいと考えられる． 

 滑動に対する安定性については，両モデルともに滑動安全率は地震動強さの増大とともに減少するが，詳

細モデルの方が均一モデルに比べ滑動安全率が小さくなる傾向にある． 

④ 基礎岩盤の物性の相違による影響 

均一モデルの場合，基礎岩盤の変形性が堤体に比べて大きくなると，堤体内(CSG)に発生する応力は大き

くなるが，詳細モデルの場合，堤体内の CSG が弾性係数が大きいコンクリートに拘束されていることから，

均一モデルと比べ岩盤の変形性による最大応力への影響は小さい．ただし，詳細モデルの解析では，基礎岩

盤の変形性が堤体に比べて大きくなると，内部 CSG 及び富配合 CSG では，止水・構造用コンクリートとの

境界周辺での応力集中が生じやすくなる結果が得られた． 

滑動に対する安定性については，均一モデルでは基礎岩盤の変形性が堤体に比べて大きくなると，滑動安
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全率が低下するが，詳細モデルでは，堤体内部の CSG は弾性係数が大きいコンクリートに拘束されている

ため，均一モデルに比べて滑動安全率の変化は小さくなった． 

⑤ 貯水位条件の相違による影響 

 均一モデルでは，貯水位が高いほど，堤体内の最大引張応力及び最大圧縮応力は大きくなるが，堤体内部

構造を考慮した詳細モデルでは，均一モデルと比べ貯水位の変化による堤体内応力への影響は小さい．また，

貯水位条件の相違による堤体内発生応力への影響は，基本的には両モデルとも貯水位が高いほど，応力集中

箇所での発生応力の最大値は引張応力・圧縮応力とも大きくなるが，応力値が最大となる箇所は貯水位条件

により異なる． 

 滑動に対する安定性については，両モデルとも，貯水位条件が高いほど，堤体底面に作用するせん断応力

が大きくなることで，滑動安全率が小さくなる結果が得られた． 

 

(2) 大規模地震時に想定すべき損傷形態 

 堤体内部構造を考慮した解析モデル（詳細モデル）での検討から，大規模地震時においては，堤体上下流

端付近のコンクリート及び CSG のほか，止水・構造用コンクリートとの境界付近の内部 CSG や上下流面の

保護コンクリート部に引張応力が集中することがわかった．このことから台形 CSG ダムにおいて大規模地

震時に生じる可能性がある損傷形態としては，主にこのような引張応力の集中によるものが考えられる． 

 なお，コンクリート部については，引張応力の集中する上流端部や保護コンクリート部で引張応力の集中

による損傷が考えられる． 

 

(3) 大規模地震時における損傷過程を考慮した動的挙動 

 堤体内部構造を考慮した解析モデル（詳細モデル）での検討から，大規模地震時においては，地震動強さ

が極めて大きくなると，保護コンクリートや堤体底面付近の上下流端部に加え，内部 CSG の止水・構造用

コンクリートとの境界付近から堤体上流面及び堤体底面に向けて軟化領域が進展する結果が得られた． 

 なお，滑動に対する安定性については，滑動安全率は，地震動強さが大きくなるほど小さくなるが，堤体

底面においてせん断強度を見込める範囲が広いほど大きくなる． 

 

 以上の検討結果を踏まえると，耐震性能照査など大規模地震時の挙動をできるだけ精度良く推定すること

が必要な場合には，実際の堤体内構造をモデル化した解析モデルを用いるのが良いと考えられる．また，滑

動に対する安定性の検討では，安全側の条件として設計時と同様に摩擦抵抗力のみ考慮する方法も考えられ

るが，実施工の状況から止水コンクリート部基礎など堤体底面の一部で基礎岩盤との間に一定のせん断強度

が期待できる場合には，より実際に近い条件として，当該部分ではせん断摩擦抵抗力を考慮することも考え

られる．  
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堤体材料の品質（物性）のばらつきを考慮した発生応力の検討（参考） 

 

 

 

 

 



 

付録-2 

付録 堤体材料の品質（物性）のばらつきを考慮した発生応力の検討（参考） 

 

(1) 概要 

台形 CSG ダム堤体の主材料となる CSG 材は，現地発生材(母材)に必要最小限の処理を施したものである

ため，コンクリートダムに使用されるダムコンクリートと比較して品質のばらつきが大きい．この特性から，

CSG の施工では，粒度と単位水量の変動を考慮した「ひし形 1)」によって，所要の強度が得られるよう品質

管理が行われる．これにより，堤体各部に施工される CSG の物性は，ダムコンクリートの場合に比べ，確

率変数としての性質を強く有することとなる． 

そこで，CSG の強度のばらつきが大規模地震時の応答(堤体内発生応力)に与える影響について，堤体各部

の物性にモンテカルロ法を用いてばらつきを与えたモデルでの線形動的解析を行って検討した． 

 

(2) 解析方法 

解析手順を図－ 1 に示す．本解析では，堤体の大部分を占める内部 CSG を対象に，その物性値として最

も重要な強度と概ね線形の関係があると考えられる弾性係数のばらつきを考慮した．弾性係数の分布は正規

分布を仮定し，ばらつきの大きさは変動係数により設定した．そして，設定した確率分布に従う弾性係数の

値を解析モデルの FEM 各要素にランダムに計 1,000 パターン与え，築堤・湛水解析（常時の静的解析）及

び大規模地震での地震動を考慮した線形動的解析を実施した．この解析結果をもとに，CSG の物性のばらつ

きが主応力及び各応力に対する要素安全率(=強度/応力)への影響を分析した． 

なお，このように堤体材料の物性のばらつきを考慮する場合，動的解析での解析パラメータである減衰定

数を一般的なレイリー型減衰を用いて一定値となるよう設定するには，厳密には 1,000 パターンの固有値解

析結果が必要となる．しかし，ここでは簡単のため，物性値（弾性係数）を全て平均値で与えたモデル（平

均値モデル）での固有値解析結果をもとに設定した．また，堤体底面において考慮する地震動（図－ 2，1995

年兵庫県南部地震の際，震源近傍の一庫ダム（重力式コンクリートダム，堤高 75m）の基礎部で観測された

加速度時刻歴波形を大規模地震に対するダムの耐震性能照査で考慮される照査用下限加速度スペクトル 2)に

なるように調整した波形，以下，「下限一庫波」という．）を再現するために解析モデル底面に入力する入力

地震動も平均値モデルにより設定した． 

 

 
図－ 1 解析手順  

築堤・湛水・動的解析(線形解析)

解析モデルへの物性値割当て(1,000 ﾊﾟﾀｰﾝ)

End

物性値(強度,弾性係数)の条件(確率分布)設定

主応力，要素安全率分布の出力

Start
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以上の解析ケース（弾性係数，圧縮強度，引張強度）を表－ 2 に示す． 

なお，CSG の弾性領域強度は，既往の施工事例におけるピーク強度に対する比（0.6～0.8 程度 3)）を参考

に，圧縮強度（ピーク強度）×0.7 とし，引張強度は，弾性領域強度に対する一般的な比 1)を考慮し，弾性領

域強度×1/7 とした． 

その他の物性値は各ケースとも表－ 3 に示すとおりとした． 

 

表－ 2 解析ケース 

 ｹｰｽ 0 ｹｰｽ 1 ｹｰｽ 2 

内部 

CSG 

弾性係数 Ec 
平均値(N/mm2) 2,000 

変動係数(%) 0 6.4 12.8 

圧縮強度(ピーク強度 f ’c) 
平均値(N/mm2) 4.74 

変動係数(%) 0 10.0 20.0 

圧縮強度(弾性領域強度 σE) 
平均値(N/mm2) 3.32 

変動係数(%) 0 10.0 20.0 

引張強度 ft 
平均値(N/mm2) 0.47 

変動係数(%) 0 10.0 20.0 

 

表－ 3 解析物性値（各ケース共通） 

モデル 
単位体積重量 

(N/m3) 

弾性係数 Ec 

(N/mm2) 
ﾎﾟｱｿﾝ比 

堤体 

内部 CSG 22,540 (表－ 2) 0.25 

富配合 CSG 22,540 4,000 0.25 

コンクリート 22,540 25,000 0.20 

基礎岩盤 22,540 2,000 0.30 
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 ケース 0：ばらつき無し 
ケース 1：圧縮強度の変動係数

10%相当 

ケース 2：圧縮強度の変動係数

20%相当 
凡例

σ1 

安全率 

(ft/σ1max) 
   

σ3 

安全率 

(σE/σ3min) 
   

図－ 13 安全率分布（1,000 パターン中の一例） 

 

 

 
ケース 1：圧縮強度の変動係数 10%相当 

(全ケース) 

ケース 2：圧縮強度の変動係数 20%相当 

(全ケース) 
凡例

σ1 

安全率 

(ft/σ1max) 

  

σ3 

安全率 

(σE/σ3min) 

  

図－ 14 安全率分布（各要素での 1,000 パターン中の最小値） 
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表－ 6 着目箇所での引張強度に対する要素安全率（ｆｔ/σ1max）の比較 

(1,000 パターン中の最小値，平均値） 

(下限一庫波 加速度振幅 3倍：最大水平加速度 1,023gal) 

ケース 位置* 最小値 平均値 標準偏差 変動係数(%)

ケース 0 

(変動なし) 

① 0.430 － － 

② 1.504 － － 

③ 0.808 － － 

ケース 1 

(圧縮強度の変動係数 10%相当) 

① 0.360 0.430 0.024 5.59 

② 1.219 1.502 0.099 6.57 

③ 0.654 0.807 0.036 4.49 

ケース 2 

(圧縮強度の変動係数 20%相当) 

① 0.250 0.428 0.049 11.31 

② 0.891 1.489 0.211 14.16 

③ 0.465 0.799 0.072 9.01 
*①止水・構造用コンクリート隅角部付近の内部 CSG 
②内部 CSG 中央 
③内部 CSG 下流端 

 

表－ 7 着目箇所での圧縮強度に対する要素安全率（σE/σ3min）の比較 

（1,000 パターン中の最小値，平均値） 

(下限一庫波 加速度振幅 3倍：最大水平加速度 1,023gal) 

ケース 位置* 最小値 平均値 標準偏差 変動係数(%)

ケース 0 

(変動なし) 

① 1.284 － － 

② 3.379 － － 

③ 3.003 － － 

ケース 1 

(圧縮強度の変動係数 10%相当) 

① 1.064 1.283 0.073 5.72 

② 2.610 3.336 0.210 6.31 

③ 2.426 3.000 0.137 4.57 

ケース 2 

(圧縮強度の変動係数 20%相当) 

① 0.720 1.277 0.149 11.66 

② 1.885 3.251 0.431 13.26 

③ 1.710 2.970 0.273 9.18 
*①止水・構造用コンクリート隅角部付近の内部 CSG 
②内部 CSG 中央 
③内部 CSG 下流端 
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(6) まとめ 

本検討により，台形 CSG ダムにおける堤体材料のばらつきが発生応力に与える影響について以下のこと

がわかった． 

・台形 CSG ダムにおける大規模地震時の堤体内発生応力は，CSG の物性のばらつきを考慮した場合，物性

値を一定（平均値）とした場合に比べ，その最大値が大きくなる可能性がある． 

・CSG の物性値のばらつきの大きさが(変動係数)が同条件でも，発生応力の変動幅は，堤体内の位置により

異なり，物性のばらつきが小さいコンクリート部周辺より，内部 CSG 中央部の方が大きくなる． 
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